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研究の概要 

(１) 背景・目的 

 本研究は、せたがや自治政策研究所の調査研究活動の基礎と位置づけ、時々刻々

と変化していく世田谷区の人口構造の変化などを捉え、政策立案などの基礎となる

情報資源の構築を目的としている。平成 19 年度から継続され、平成 25 年度も引き

続き国勢調査データや住民基本台帳等のデータを活用して、世田谷の地域特性を析

出するための人口推移の分析や社会地図（地図上に地域の社会的特性をマッピング

することにより、地域特性を可視化する技法）の作成を進めた。 

 

（２）方法 

 世田谷の地域特性について、国勢調査データを始め、各種統計データや研究所独

自の統計調査の結果をもとに、世田谷の地域特性の析出を行う。 

地域特性の析出に当たっては、地域でどのような人々がどのように生活しているの

かについて、視覚的に把握しやすいように世田谷区を出張所・まちづくりセンター

のある 27 地区ごとに分け、各地区の特徴を色の濃淡にて地図上に描き出している。

社会地図の作成にあたっては、最もよく使われている方法である平均値と標準偏差

から指標値を 6 分割して値が大きいほど色が濃くなるように塗り分けた。これによ

り、対象範囲における相対的な位置づけを地図で示すことができる。 
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１ 人口の基礎情報 

世田谷区の人口動態について詳細な分析へと入る前に、基礎情報を確認していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2：人口の推移（上図：全国、下図：世田谷区） 出典 国勢調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3：人口ピラミッド（世田谷区） 引用：世田谷区 『平成 25 年度 統計書 人口編』,P.54 

  

 

 

 

 

図 2・図 3 から読み取れること 

・世田谷区の人口は 877,138 人（図 2）で、人口構成は 30 代～40 代[構成比 35%]が比較的多い（図 3）。 

・わが国の同時期の人口の伸びは１%未満でほぼ横ばい（図 2：上図）となっている一方、本区では人口 

 が増加傾向にあり、平成 7 年からは 5 年ごとに 3～4％の増加率で推移している（図 2：下図）。 

 

 

（３）研究内容 

 平成 25 年度は、下図の枠組みで調査・分析を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1：平成 25 年度『地域特性の析出』の枠組み 

 

 本年度は、世田谷区のデータを分析するにあたって 3 つの視点（上図参照）から、

地域特性を析出することを試みる。平成 25 年度においては、本区の人口動態を詳細

に分析することを中心的なテーマとした。 

 研究の枠組みとして、視点 1 では「人口の基礎情報」について、国勢調査と住民

基本台帳のデータからこれまでの推移をグラフに整理し、世田谷区の人口を長期的

な視点から概観する。 

 視点 2「転入者・転出者の特徴と傾向」では、住民基本台帳のデータを分析して、

世帯や年齢、居住年数等から本区の人口動態の特徴と傾向を捉えることを試みる。 

 視点 3「人口動態の地区分析」では、地域ごとにどのような人口の流れが見られ

るのかを把握し、その傾向が 27 地区でどのような違いがあるのかを社会地図から分

析する。 
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 続いて、本区への人口動態を月ごと1にグラフ化すると以下のとおりとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6：月ごとの人口動態（世田谷区） 出典 住民基本台帳（H25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7：月ごとの社会増減数（世田谷区） 出典 住民基本台帳（H25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
1 期間は、平成 24 年 8 月～平成 25 年 7 月までの一年間とした。 

図 6・図 7 から読み取れること 

・平成 25 年は転入、転出ともに 3 月がピーク（計 19,399 人）で、次いで 4 月（計 14,897 人）が高く、 

 この 2 ヶ月だけで異動者数全体の 3 割近くを占めている。一方、他の月では転入、転出が 4,000 人～ 

 6,000 人の幅で推移している（図 6）。 

・転居者（区内で異動する人たち）は、毎月 2,000 人前後とほぼ一定で推移している（図 6）。 

・転入超過は、3 月～4 月に集中し、全体の 7 割を占め、他の月では転出超過の期間もある（図 7）。 

 

 

 次に、本区における人口増加の基本的な要因について以下に見ていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4：人口増減の推移（世田谷区） 出典 住民基本台帳 

※自然増減数＝出生数－死亡数、社会増減数＝転入数－転出数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5：出生数と死亡数の推移（世田谷区） 

 引用：世田谷区 『平成 25 年度 統計書 人口編』,P.30 

 

 

 

 

 

図 4・図 5 から読み取れること 

・世田谷区では、人口動態が社会増および自然増となっており、それぞれ人口増加に寄与している（図 4）。

・本区では、出生数、死亡数ともに増加傾向にあり、平成 25 年は出生数 7,773 人、死亡数 6,507 人で、 

 自然増数は 1,266 人となっている（図 5）。 
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図 6：月ごとの人口動態（世田谷区） 出典 住民基本台帳（H25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7：月ごとの社会増減数（世田谷区） 出典 住民基本台帳（H25） 
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  続いて、円グラフを使って本区の転入者(合計 59,623 人：左図)および転出者(合計

57,015 人：右図)の構成について、年代別の比較してみたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 9：転入者（左図）と転出者（右図）の年代別比較 

出典 住民基本台帳（H25.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 から読み取れること 

・世田谷区の平成 25 年の転入者・転出者ともに 0～40 代までの世代が全体の約 9 割を占めている。

・20 代までの世代は転入超過（＋7,696 人）であるのに対して、30 代以上の世代では転出超過 

（－5,088 人）となっている。 

 

 

２ 転入者・転出者の特徴と傾向 

 世田谷区の人口動態を把握するため、転入者および転出者の属性について、さまざま

な視点から分析していく必要がある。 

 以下の 2 つのグラフは、本区の住民基本台帳データ2に基づいて、1 年間の転入者と転

出者を世帯別に分類したものである。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 8：（左図）転入者・転出者の世帯内訳、（右図）世帯別社会増減数（転入者－転出者） 

出典 住民基本台帳（H25.8） 

 

 

 

 

 

 

 

                             
2 住民基本台帳データを平成 25 年 8 月 26 日時点で抽出。「転入者」は平成 24 年 8 月

12 日～平成 25 年 8 月 26 日までの期間に異動日（転入）がある人、「転出者」は平成

24 年 8 月 27 日～平成 25 年 8 月 26 日までの 1 年間に異動日（転出）のある人とした。

(転入者の期間の設定については、異動日以降の原則 14 日以内に事後申請があるため抽

出期間を調整した)。なお、出典の表記は『住民基本台帳(H25.8)』とした。 
 

図 8 から読み取れること 

・世田谷区の転入者（59,623 人）と転出者（57,015 人）の世帯内訳を比較すると、１人世帯の 

 異動が最も多い（図 8：左図）。 

・1 人世帯の転入者から転出者を差し引いた数は、転出超過（－3,383 人）だった（図 8：右図）。

・2 人以上の世帯は＋5,991 人の転入超過で、区全体では＋2,608 人の転入超過であった。 
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 転出者の平均居住年数が5.8年であることと、居住年数5年未満で転出した人たちが、

転出者全体の 6 割を占めていたことから、区全体の人口において、異動する可能性があ

る居住年数 5 年未満の住民が占める割合を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11：居住年数に関する円グラフ(合計 866,329 人） 

出典 住民基本台帳（H25.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 11 から読み取れること 

・世田谷区民の居住年数 5 年未満の住民は 39%（337,958 人）、居住年数 5 年以上は 61%（528,371 人）

となっている。 

 

 

 次に、世田谷区から区外へ転出する人たちの傾向について、世帯と居住年数の関係3を

見ていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10：転出者の世帯と居住年数の関係（合計 57,012 人）[単位：人] 

出典 住民基本台帳（H25.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
3 転出者（合計 57,015 人）のうち、分類できなかった 3 件については欠損値とした。 

図 10 から読み取れること 

・世田谷区から転出する人たちの平均居住年数は 5.8 年で、最も多かったのは「1 年以上 5 年未満」 

 （転出者全体の 60％）であった。なお、最頻値 2 年、中央値 3 年となっている。 

・1 人世帯（32,728 人）は転出者全体の 57％を占め、そのうち「１年以上 5 年未満」は 19,665 人 

 （転出者全体の 34%）に上る。 

・居住年数別に見ても、1 人世帯の転出者数は、他の世帯よりも 3 倍以上多い。 
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３ 人口動態の地区分析 

 世田谷区の人口動態について、地域ごとにどのような違いが見られるのか分析する。

まず、区外からの転入超過数（転入者数－転出者数）が、地域ごとでどのようになって

いるのか下図にまとめた4。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 13：世田谷区への転入超過数（5 地域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
4 住民基本台帳のデータは、前述の分析データ(H25.8)との比較もふまえ、期間を平成

24 年 8 月～平成 25 年 7 月とした。なお、世田谷区を 5 つの地域または 27 地区で分類

した場合、転入者数を転出者数が上回る転出超過はなかった。 

図 13 から読み取れること 

・世田谷区ではどの地域でも転出者よりも転入者の方が多い転入超過となっており、そのうち世田谷 

地域（＋1,757 人）は最も転入超過が多く、次いで玉川地域（＋1,147 人）、北沢地域（＋870 人）、 

烏山地域（＋653 人）、砧地域（＋562 人）であった。 

 

 

  次に年代別で居住年数 5 年未満の人たちの占める割合を詳しく見てみよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12：居住年数の年代別内訳 

（上図）居住年数の年代別内訳［単位：人］、（下図）居住年数の年代別内訳［単位：％］ 

出典 住民基本台帳（H25.8） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 12 から読み取れること 

・世田谷区の 20 代～30 代のうち、6 割は居住年数 5 年未満である一方、40 代以上は 6 割以上が 

居住年数 5 年以上である。この違いは、就職、結婚、子育てなどが背景になっていると考えられる。
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３ 人口動態の地区分析 
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4 住民基本台帳のデータは、前述の分析データ(H25.8)との比較もふまえ、期間を平成
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 ここで、転入超過と転居増減という人の異動にともなう地域の社会増減数についてま

とめた図を以下に示したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15：世田谷区内の社会増減数（5 地域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 から読み取れること 

・世田谷区内では地域によって同じ転入超過にあっても転居数の状況が異なり、人口の増え方に地域 

 間で違いがあることが分かった。 

・社会増が最も多かったのは、世田谷地域（＋1,311 人）で、転入超過・転居減という特徴がある。 

 次いで多かった砧地域（＋1,127 人）は、転入超過・転居増の増え方で転居は転入超過数を上回る。

 

 

 

 区内の人の動きを見るため、転居増減数を地域別に比較する。転居は区外からの人口

の流入ではないため、区全体の社会増には関係ないが、地域ごとの人口増減には影響を

与えている。次の図 14 は、各地域の転居増減数を示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14：世田谷区内の転居増減数（5 地域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 から読み取れること 

・地域によっては、転居で人口が減っているところもあれば、区外からの転入超過並みに転居増となって 

いる地域もあることが分かる。転居増が最も多いのは砧地域（＋565 人）で、次いで烏山地域（＋200 人）

となった。残りの 3 地域は転居減であり、世田谷地域（－446 人）、北沢地域（－250 人）、玉川地域 

（－69 人）であった。 
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 ここで、転入超過と転居増減という人の異動にともなう地域の社会増減数についてま

とめた図を以下に示したい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15：世田谷区内の社会増減数（5 地域別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 15 から読み取れること 

・世田谷区内では地域によって同じ転入超過にあっても転居数の状況が異なり、人口の増え方に地域 

 間で違いがあることが分かった。 

・社会増が最も多かったのは、世田谷地域（＋1,311 人）で、転入超過・転居減という特徴がある。 

 次いで多かった砧地域（＋1,127 人）は、転入超過・転居増の増え方で転居は転入超過数を上回る。
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まとめ 

 本稿では、『地域特性の析出』の継続研究として、世田谷区の現状について人口動態を

大きなテーマの柱に据えて、3 つの視点から統計データの分析を試みた。その結果、次

のことが明らかになった。 

 視点 1「人口の基礎情報」では、国勢調査と住民基本台帳のデータからこれまでの推

移をグラフに整理し、本区の人口推移と現状について確認した。 

 視点 2「転入者・転出者の特徴と傾向」では、住民基本台帳のデータを分析して、世

帯や年齢、居住年数等から、異動する人たちの特徴と傾向を捉えることができた。 

 視点 3「人口動態の地区分析」では、地域ごとにどのような人の流れが見られるのか

を視覚的に把握し、27 地区の特徴について社会地図を使って明らかにした。 

 本区の人口動態についてデータからの知見をまとめると、様々な仮説が考えられる。

例えば図 15 の知見に基づいて、人口増加に寄与する住民のモデルとして「単身で世田谷

地域に住み始め、結婚を機に砧地域へ移り住む」といったようなパターンが考えられる。

また、本区の人口が増加する背景については、「単身者にとって住みやすい便利な地域と、

核家族世帯が定住して子育てする地域がともに区内にあるためではないか」といった仮

説が示唆される。しかし、これらの仮説はデータに基づいて検証する必要があるため、

今後の研究課題としたい。 

 地域特性の析出を通して見えてきた世田谷区の住民像は、社会情勢を映し出している

といえる。世田谷区が中長期的な政策を検討する際は、今後想定される生産年齢人口の

減少や高齢化といった人口動態について、その背景や将来のあり方を踏まえた幅広い議

論が必要になると考えられる。この研究が、本区の中長期的な政策立案などに寄与でき

れば幸いである。 

 

参考文献 

 せたがや自治政策研究所, 2013, せたがや自治政策 Vol.5. 

  世田谷区, 「平成 25 年度 統計書 人口編」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人口動態の地域間の違いについて、社会地図を活用して、27 地区ごとの差異を俯瞰し

てみたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16：世田谷区内の転入超過率、転居増減率、社会増減率（27 地区別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 16 から読み取れること 

・転入超過率は、都心に近いエリアの世田谷地域、玉川地域、北沢地域内で比較的高くなるのに対し、

 転居増率は砧地域、烏山地域が比較的高いという関係にあるといえる。 

・社会増減率を 27 地区別に見ると、転入超過率・転居増率ともに高い地区で社会増率の高い地区 

（上町地区、砧地区）や、転入超過率は低いが転居増率が高いために社会増率が高くなる地区 

（船橋地区）があるなど、地区によっても違いがある。 
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